
















貿易総軸が高く伸び､外国から直接投資は 1000億 ドルを突破 し､過去最高を更新した｡高度成長に
























































東部地域は､上海､.(二 0)首･ P 2カ省.
]軒､漸江､広東を含む 1 7 直轄市ぐL部地域は 6カ省o西部地域は 1 直縫市･
自治区｡瀕北部地域は遼寧省､吉林省､巣鴨江1､の 3省｡ 
62003年 10月の幽摸院による ｢束北地区等旧Jt井鵜地振鼎戦略の実施に関する若干の蘇見｣によって r東北振



























たらない(表 1)｡表 1をみると､90年代なかばから最上位 10%所得世帯の-人当たり可処分所得の
最下位 10%所得世帯のそれに対する倍率は拡大 した｡1995年にその倍率は 3.9であったが､2008年









年の 15.1%から 2010年に 18.7%､未登録失業者は 2007年の 16%から 2010年 18.2%に上昇 し､登録失
業者は 2007年の 27.6%から 2010年の 21.3%､就職者は､4.1‰から 2010年に 3.0%に減少したが､都
市絶対的貧困人口は 2300万人台にとどまっているO都市貧 Ef者の構成比率を見ると､失業者(未登










































































































































































保障制度｣の実行は､1993年 6月に､上海政府により公布 ･実施された ｢上海都市住民の最低限度
の生活保護制度｣によって始まり､その後､全国に広がって 1999年 10月に､全国的に制度化され
た.都市部貧困ラインは地域l/経済発雌の不均衡のため､全国統一一の基雄がない.各地方によって､










者数が 2311万人､全国都市人口の 3 %を占める(図 1)13orfl5.
 国は､農村絶対的貧困人口(2688万
人)とほぼ同じ規模の都市絶対的省間人口を抱えているのが現状であるO
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た｡東北三省を合計した GDPシェアは､1978年の 13.51%から､2003年に､9.6%､2006年に､8.6%､ 
2010年に 9.3% 18に､やや恒1校したが､東北三省の経済的な地位は低下し続けている.
日中国国家発馬改革番東北振興司 ｢常北 =_省 200咋凝析形勢分析報告｣より,竹節したbのである,1 '
I5胡 r200].2_ 8p15 
'6胡 I2008〕p,124､ 
17 200]｢7枚摂I-lミ I｣庶北振興の突破 Lを見つけ中国中央放送｢ 3 T- X1J北的突破 Ll ( l
l. r ､ ｡ 川別 i ' 川( 10 (< l アクセス日時 21ら)hlp:/肌WW一 - L･･(･川/r .L･Jl-ごO( )73'l-117l･Lhtm 00･11122100 
'8鹿北振興弁公室『東北こ省における3年間振興報告』 2007]､『虎北地区経済形勢分析報告』〔2007-2008]
中国国家発展改革委瀬北振興司 q鹿北地区経祈分析韓常J] 20092010】より計第したもの. 
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北三省の国有企業の従業員数は 1706万人で､全国 31省 ･直轄市 Il〕治区全体の 152%を占める｡
国有企業改革に伴う痛みを真正面から受けたのは東北地域だったといえる01999年従発見-時帰休
宵の比率が全国平均の 18.3%に対し､東北地域の遼寧省は 37.3%､吉林省 31.8%､黒竜江省 31.3%
で､改選に伴う痛みは全国平均の 2倍となっている｡全国の一時帰休者数は､1993年に 300万人､
総就業者数の 2.7%から 1997年に 1151万人で､従業者数の 10%に増えた｡鹿北三省の一時帰休者
が殿も多く､L996年には一時帰休者の比率がそれぞれ 14.2%､10.3%､13.8%で､全国の 1位､7
位､2位であり､遼寧省では､118万人､吉林省では､61.5万人､無能江省では､73.5万人で､三
省合計 253万人､全国一-時帰休者数の 284%を占めている｡ 1996-2002年間､東北三省の国有企業
の従業員数は合計 1296.8万人に減少し､全国従業員総数の 24.9%を占める 190 さらに､東北三省














































































































2. 1.｢東北振興｣政策の背景 ･意義･目的と東北三省の対応 
rT3国経済は持続的成長を維持 し､その規模がますます拡大しているにもかかわらず､地域発展の
不均衡によって地域間の格差､所得格差が拡大し､儲村貧困問題だけではなく､都市貧困問題も深


















2007年 8月､国家発展改築委員会､国務院東北振興弁公室 r東北地区振興計画｣ 




中央政府は､国債発行によって 2003-2006年間に､合計総額 1835億元､5 60項目 24に投資した｡
三省の取り組みは､以下の通 りである .
遼寧省については :｢遼寧省旧工業基地振興計画｣ [ 20051､ ｢遼寧省国民経済と社会発展策十一
次五力年計画綱要 j [2006]､沿海開発戦略(大連を中心とする北東アジア国際海軍センター)､2大
基地､設備製造 (自動車､船舶､旋盤工作機械､航空･宇宙など)､原材料 (石油化学､鋼板､金属･
プラスチックなど)､3大産業 (ハイテク､巌産物加工､サービス )02010年までに､-人当たり GDP
を 27000元に引き上げ､都市部住民可処分所得と儲民一人当たりの純収入は､それぞれ 12500元と 
5500元｡都市登触失業率は 5%以内に｡
吉林省については :r吉林省旧工業基地振興計画1｢ 2004]､ ｢吉林省国民経済と社会発展第十一
次五力年計画綱要｣ [ 2006]､5つ新型工X･基地 (自動車､石油化学､般産物加工､現代漢方薬､光電
子情報 )02010年までに､-人当たり GDPを 17300元に引き上げ､都市部住民可処分所得と農民-
人当たりの純収入は､それぞれ 14300元と 4500元､民営経済の比盈 5 0%達成｡
果報江省については .｢無髄江省旧工業基地振興総体計画 j [2004]､ T異音巨江省間民経済と社会
発展第 トー一次五力年計画綱要｣ [ 2006]､ 6大基地 (設備製造､石油化学､エネルギー､緑色食品､医
薬品､木材加工)｡2 010年までに､-人当たり CDP2440ドルを達成｡都市部住比可処分所得と農民
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出所 .東北振興弁公室締 『東北三省における3年間振興報告』[2007]､中国国家発展季fl会東北振興司編 『簡
北地区経済分析報告』r2007-2010]により作成｡
図 4 全社会固定資産投資額の増加率の推移 (%)



































全国社数 61301 34280 35597 27447 24961 20680 21313 20510 2025

























































































































出所 .常北振興弁公室編 F常北三省における 3年r振雅報告j｢2007]､中国国家発展委員会東北振興司編 『雫
省経済分析報告JU 2007--_ ｣に上り作城｡
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高齢者を対象にして鹿Jl機会を与える職位一主に保潔 .保線 ･保安･治安負 ･交通補佐など公共野菜の職業
募集の方式で､妊金水と削ま地元に定められた最低貸金より低くない｡ 








































北三省における都市貧困人口は 445.3万人から 2010年の 392万人に減少した.省別に見ると､遼
寧省では､2006年から､都市部自営業 ･私営企業の就業者数が国有企業および国有持株企業の就
業者数を上回って､都市部貧困者数が 2004年の 151.3万人から 126万人に減ったO吉林省では､
都市部自営業･私営偉業の就業者数は国有企某および国有持株企業の就業者数を上回り続けて､都






新規就業者の 80%､異音虻l二省の就業者の 36.6%を占めている3 1｡失業者が依然として求職の主体
であることから見ると､自営業･私営企業など民営中小企業が､都市貧困人口の減少および貧困の
拡大の防止に役割を果たしたと考えられる(炎5)0
図 6-1 遼寧省における都市部就業者数､国有企業および国有持株企業と自営業 ･私営企業就業者
数の変化 (万人) 
番 数 (万 人 ) 
A_一･▲ - 遼 寧 省 の 【或有 企 業 わ
よ こF【冨)有 控 株 企 業 の
斗OO lh 一 升 叫 = → 耽 業 者 数 (万 人 ) 
20｡ 血一七二▼ こ 白 トー ､ _ -て 遼 寧 省 の 翁rt絹 部 自営























+ 吉 林 省 の 都 市 吉信縦 帯
者 離 (万 人 ) 
+ 吉 林 省 の 国 有 企 業 お
よ U 【覇有 4空株 企 業 の
耽 業 者 数 (万 人 )
｢ lミSr吉 林 省 の 毛 市轟自営
業 ･私 嘗 企 業 の 就 業
者 数 (万~J､)
出所 ･同上｡
図 6-3 黒碓江省における都市部就業者数､国有企業および国有持株企業と自営業 ･私営企業就業
者数の変化 (万人)
秩,十 愚 音色r工省 の 都 市 宙T  
業 者 雛 (万 人 ) 
- 黒 召邑シ工省 の l芸J有 企 業
お よ び 【ヨ有 揺 株 企 芋等
の 耽 業 者 数 (万 _人)
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出所 『中国統計年鑑』[ 2011]により作成｡ 
2010年に､三省の GDP成長率は､それぞれ 14.2%､ 1 3.8%､ 1 2.7%､いずれも全国平均 10.8%

















藩陽市 (遼寧省 ) 358.3






























割合は 5.4%から 2010年の 4.0%に下がった｡2004-2010年の問に､東北三省の各省純輸出総額の
各省の対 GDP比率をみれば､遼寧省は 0.5%から 2,0%に伸びている､吉林省では､マイナスであっ
たのが､2009年にプラス 1.2%に転化 し､2010年には 1.4%にやや増加 した｡鬼龍江省では､2004
年の 0.1%から 2008年に 1.3%に増加したが､2009年に械少した.東北 =.省-の直接投資をみる
と､2003年 r東北振興 j政策を実施してから､東北三省の投資環境が改善され､とくに､臨海地域
の遼寧省-の直接投資が飛躍的に増加 し､東北三省 -の直接投資の拡大を牽引した｡2010年に､東
北三省 -の外国直接投資額はそれぞれ 207.5億 ド/レ､12.8億 ドル､27,6億 ドル､全国 1057億 ドル
の 19.6%､i.2%､2.6%を占めている33O吉林省と異能江省は､特に､吉林省の外資利用の規模が依




































L 一臥L O ■
出 O範卜 ･.フ ⊂) 〇く




















⊂> ⊂ 〕 
⊂〉 こ)ゞ
N ナ1















40 林二島､､巣鴨シ工省 )の童二 
Ea総書房に 占める首IJ合 
タ(上海市､L,30 - =罷チエヂ J 
20 2芸 蕊

























FT,国東北三省における都市貧困問題の対策としての民営rfl,｣＼企業の役割 白 雪松 
4_ 4_非公有制経済の発展が不十分である 
198年の 改革開放｣以降､r' マカオ･ i7 ｢ T同政府は､香港･ 台湾系､外ljの資金を受け入れながら､
個人､私営企業の発展を容認 し､21世紀にはいってからさらに促進 してきた｡現在中国における私
営企業は 840万社､企業総社数の 74%を占め､中国における最大の企業範囲である｡自営業を含め､ 




･1981年 6月､中共央第 11期 6中全会 ｢建国以来党の若干の歴史問題に関する決議Jにより､｢同
有経済と集団経済は中国基本的経済形式､個人事業は公有制経済の必要な補充｣ということで､1956
年以降初めて都市･農村の個人自営業の発展を容認した､ 





･1987年 11月､中共｢P央第 13期代表大会で､個人自営業 ･私営経済の発展に促進する方針を明
確｡民営企業の発展が容認し始めた｡







･1997年 9月､中共中央第 15期代表大会で､非公有制経済を ｢社会主義市場経済の重要な構成
要素｣と規定された｡
･1999年 3月､第 9回人民代表大会 2次会誌で､憲法に自営業､私営経済など非公有制経済 ｢公
有.'別経済の補充｣から ｢社会主義市場経済の重要な構成要素｣に改めるO 
3･｢中国民営企某および中小企菜の概況一覧｣【20117 














国の 33.0%､輸出総賓かま全国の 56.5%､一定規模以上の工業企業の (主な事業収入 500万元以上工業
企業)工業生産総額は全国の 24.8%､そのうち､私営工業企業社数と工業生産総額は､それぞれ全国
の 443/､52､ 香港･ 台湾系工業企英社数とコ業生産総額は､ 46､.,3.%外資系､ マカオ･ 工 それぞれ全国の 6.%0




にすぎない｡2010年に遼寧省､吉林省､黒龍江省の都市貧困人口音数は､それぞれ 126万人 (全国 6


















出所 遼寧省丁商局 ｢ 200] T]｢00年上半期個人.私営経済統計遼寧省における企来分析報告｣[ 9､吉林省工藤J3 21
分析報告, 21] 内資企菜調査｣ー00により作成｡注 9年の数I[00､黒細江省工商局 ｢ 21】 遼寧省と黒鵬江省は 200
字 し吉林省は､2010年上半期までの数字 内資企薬は外資企業を除く企業である｡ 
J5中国網 ｢都市住民最低生活保障制度的放新進展j (都市部住民放低生活保障制度の新たな進展) 






























(表 9-1､表 9-2､歳 9-3)02008年以降､都市貧困者構成の変化から見ると､失業者が依然として貧 
36山崎 [2003]p256､p.2 
37中小企業庁｣2011]『LP小企業白香山p.58､p.178 




























































































































































0歳および 60歳未満の定職年齢の範囲内の者｡在校出所 中国民敏郎 『民政統計李朝』二2008 .年寄は6- ]0102
生は柘校から短期大学や大草に進学者も含むC
2-表 9 吉林省都市貧困者の構成の推移 (%)
出所 同上｡


















































中国網 ｢都市住民最低生活保障制度的最新進展｣ (都市部住民最低生活保障制度の新たな進展) 






黒龍江省政府 『果報江省年鑑』 (2009) 
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